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（１）開催回数 年間１８講座（平成22年度）（座学及び実技、座学のみ、実技のみの３種類）

（２）受講対象者及び開催回数

（３）開催時期

（４）定員 １５～４０名

（５）研修場所 座学：山岳総合センター

実技：針ノ木雪渓、七倉沢、黒沢尾根 等

○ 長野県山岳総合センター研修講座について

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

講座数 １ ３ １ ２ ２ ３ 各月１

区分 受講対象者 開催回数 備考

① リーダーコース生 ９ 将来、山岳会や登山グループのリーダーとなれる人材を養成。

② 一般 ７

③ 学校関係 ３ 学校職員、高校山岳部員等。

④ 山岳会指導者 ２

⑤ 信州登山案内人講師 １ 信州登山案内人能力向上研修（実技）で講師を務める者。

※重複あり



長野県山岳総合センター

研　修　内　容 受講対象者 予定人数 研修場所（予定）

1
山で役立つ救急法
 〈リーダーコースのみの講座〉

４月
１６（金）～１８（日）
　　　２泊３日

講義・実技　「山や日常での救急法習得」
　　　　★リーダーコース開講式
　　　　★日赤救急員資格取得

リーダーコース生 25 センター

2
雪上技術講習会Ⅰ
 「ピッケル、アイゼンと
 　　　ロープによる確保技術」

５月
1４（金） ～1６（日）
  　　２泊３日

講義　「残雪期登山の基本と必要な技術」
実技　「安全な雪上歩行と滑落停止」
　　　　「ロープワークと確保技術」
　　　　「雪上での幕営と生活技術」

一般（雪山初心者・６０才以下）
リーダーコース生

30
センター
 針ノ木雪渓

3 長野県高等学校登山研修会 ５月
1５（土） ～１６（日）
  　　１泊２日

講義　「雪上歩行とロープワーク」
実技　「安全な雪上歩行と滑落停止」
　　　　「ロープワークと確保技術」
　　　　「雪上での幕営と生活技術」

高校山岳部員
高校山岳部顧問

15
センター
 針ノ木雪渓

4
雪上技術講習会Ⅱ
 〈リーダーコースのみの講座〉

５月
２９（土）～３０（日）
  　　１泊２日

実技　「ロープワークと確保技術の確認」
　　　　「アイゼンとピッケルのコンビネーション」
　　　　「ビバーク訓練」

リーダーコース生 25 針ノ木雪渓

5 集団登山引率者研修会 ６月
１８（金）～１９（土）
　　　１泊２日

講義　「山の魅力と安全」
　　　　「救急法の基本と心得」
実技　「山の基礎技術と引率技術」
　　　　「危急時対策」

長野県学校職員
市町村担当者

30
センター
小熊山周辺

6
 登山の基礎講座Ⅰ
 「登山の医学、自然保護、
　　　　　　　遭難事例、読図」

７月
３（土）～４（日）
  　　１泊２日

講義　「登山と生理学」
　　　　「遭難事例に学ぶ」
　　　　「読図の基礎と現在位置の確認」
　　　　「自然保護の現状」

一般
リーダーコース生

40 センター

7
夏山登山の危急時対策Ⅰ
〈リーダーコースのみの講座〉

７月
１７（土）～１９（月）
  　　２泊３日

講義　「確保理論」
実技　「ロープワークと危険箇所の通過」
　　　　「岩登りの基本と懸垂下降」
　　　　「ビバーク訓練」

リーダーコース生 25
センター
七倉沢

8  小・中学生クライミング教室 ８月
１（日）
 　　１日

体験　「クライミング体験」
　　　　「スポーツクライミングの実際」
実技　「確保技術（保護者）」

小・中学生およびその保護者 20 センター人工岩場

9 講師研修会Ⅰ（夏山） ８月
２８（土）～２９（日）
  　　１泊２日

実技　「無雪期の危急時対策」
　　　　「岩場における搬出訓練」
　　　　「ビバーク訓練」

センター研修講座講師
山岳会指導者・山岳関係者

30 七倉沢

10 高校生クライミング研修会 ９月
４（土）～５（日）
  　　１泊２日

講義　「クライミングの基礎知識」
実技　「ロープセットと確保（顧問）」
　　　　「クライミングのムーブと練習方法」
　　　　「クライミング技術の向上」

高校山岳部員
高校山岳部顧問
一般高校生

25
センター
センター人工岩場

11 講師研修会Ⅱ（登山案内人） ９月
１０（金）～１１（土）
 　　 １泊２日

実技　「ロープワークと引率技術」
　　　　「搬送」
講義　「確保理論」

登山案内人研修（実技）の講師 15 仏崎の岩場

12
夏山登山の危急時対策Ⅱ
〈リーダーコースのみの講座〉

９月
２５（土）～２６（日）
  　　１泊２日

実技　「ロープワークの確認」
　　　　「搬送訓練」
　　　　「ビバーク訓練」

リーダーコース生 25 七倉沢

13 初めての山登り １０月
１５（金）～１７（日）
  　　２泊３日

講義　「登山の基礎知識」
　　　　「登山計画の立案と準備」
実技　「登山道の歩き方、安全対策等」
　　　　「爺ヶ岳登山（山小屋泊）」

一般（初心者・６5才以下） 25
センター
爺ヶ岳

14 岩登りとスポーツクライミング １１月
６（土）～７（日）
  　　１泊２日

講義　「クライミングの基礎知識」
実技　「岩登りの基礎技術」
　　　　「スポーツクライミング体験」
　　　　「ロープワークと懸垂下降」

一般（初心者・６０歳以下） 25
センター
センター人工岩場
物見の岩

15
登山の基礎講座Ⅱ
 「冬山の登山計画、装備、食
料,天気図の読み取り」

１２月
４（土）～５（日）
  　　１泊２日

講義　「冬山登山計画の立て方」
　　　　「冬山登山に必要な装備と食料計画」
　　　　「天気図の読みとり、山の天気」
実技　「ビバーク技術、ロープワーク、ビーコン訓練」

一般（夏山登山経験者）
リーダーコース生

40 センター

16 講師研修会Ⅲ（冬山） １月
２２（土）～２３（日）
 　　 １泊２日

実技　「雪質観察、弱層の判定」
　　　　「雪崩埋没者捜索救出訓練」
　　　　「雪上における搬送技術」
講義　「雪崩のメカニズム」

センター研修講座講師
山岳会指導者・山岳関係者

30
センター
黒沢尾根

17
冬山講習会
 「雪山の歩行と雪洞の作り方」

２月
１０（木）～１３（日）
  　　３泊４日

講義　「冬山登山の基礎技術」
実技　「雪山の歩行技術」
　　　　「雪崩の予知と埋没者の救助」
　　　　「テント泊と雪洞泊」

一般（夏山登山経験者・６0才以下）
リーダーコース生

35
センター
黒沢尾根

18
リーダーコース修了研修
  〈リーダーコースのみの講座〉

３月
５（土）～６（日）
 　　 １泊２日

講義　「リーダーの自覚と責任」
実技　「実技確認登山」
　　　　★リーダーコース修了式

リーダーコース生 25
センター
仏崎の岩場

講座番号　・　講座名 実　施　期　間

　平成２２年度　長野県山岳総合センター研修講座計画　　
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○ 長野県山岳協会の登山教室・講習会について

１ 開催回数 年間１２講座（平成22年度予定）

２ 対象者及び開催回数

３ 開催時期

※年によっては１月に冬山研修会がある。

４ 定員 １５～４０名

５ 会場 山岳総合センター人工岩場、針ノ木雪渓、八ヶ岳赤岳～横岳付近、御嶽山、

根子岳～四阿山付近 等

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

講座数 ０ ２ ０ ４ ２ ０ ４ なし

区分 受講対象者 開催回数

① 山岳協会会員 ５

② 一般 ８

③ 山岳会指導者、山岳関係者 １

※重複あり

※山岳総合センターの研修講座との共催が３講座ある。



長野県山岳協会登山教室・講習会について（協会ホームページから）

実施期間 内容 対象者 予定人数 場所

1 雪上技術交流会※
５月15、
16日

雪上歩行、ザイルワー
ク等

山岳協会
会員

－ 針ノ木雪渓

2 指導員検定会
５月22、
23日

指導員検定
山岳協会
加盟団体
会員

－
針ノ木雪
渓、山岳総
合センター

3 諏訪支部夏山登山教室
７月24、
25日

読図、ロープワーク等 一般 20人 八ヶ岳

4 東北信支部夏山登山教室
７月24、
25日

荷物の背負い方、歩き
方等

一般 30人
根子岳～四
阿山

5 伊那支部夏山登山教室 ７月25日 安全登山について 一般 30人 御嶽山

6 中信支部夏山登山教室※ ８月１日 クライミング講座
一般（小
中学生）

20人
山岳総合セ
ンター人工
岩場

7 ジュニア登山教室 ７月31日 山遊び体験 小学生 15人 鹿島槍ヶ岳

8 講師研修会Ⅰ（夏山）※
８月28、
29日

懸垂下降、危急時対策
等

センター
講習講座
講師、山
岳会指導
者等

40人 七倉沢

9 山岳協会キャンプ
10月２、
３日

キャンプ
山岳協会
会員

－ 川上村

10 ライチョウ観察会
10月９、
10日

ライチョウ観察
山岳協会
会員、一
般

20人 乗鞍

11 ジュニア登山教室 10月23日 山遊び体験 小学生 15人 高瀬渓谷

12
トレーニング・ストレッチ
ング講座

10月31日
トレーニング、スト
レッチング

山岳協会
会員、一
般

30人 松本市

（注）※印は山岳総合センター講座と共催

講座名
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○ 長野県内山岳会の登山教室・講習会について

○ 各山岳会独自に登山教室、講習会を開催している例もある。（把握可能なもの）

① 信州山岳クラブ：会員以外にも登山教室への参加可能。

ベテランガイドまたはクラブリーダーが同行。

② 山岳クラブグーテンターク：岩登り講習会や救急救命講習会を開催。

○ 県内の中高年主体の山岳会でつくる「長野県中高年登山団体連絡協議会」では、安全な登山

のための研究会を開催。

（長野県中高年登山団体連絡協議会（中高年登山協）の概要）

・７団体加盟、会員数約500人（平成22年４月現在）。

・中高年登山協として長野県山岳協会に加盟。

○ その他の山岳会は、長野県山岳協会の講習会受講を勧めたり、独自の山行により技術向上を

図っている。
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○ 長野県外国語公式観光サイトにおける情報提供について

（掲載情報の例（概要））
○ ８月の上高地から槍ヶ岳、穂高岳登山道の
情報

・槍ヶ岳の登山道は、残雪はありますが、問題
なく通行可能です。
・本谷橋から涸沢まではほとんど雪がありませ
ん。
・涸沢からザイテングラードまでは雪渓があると
ころもあるので、雪道に不慣れな人は簡易アイ
ゼンを持っていってください。
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65.6

54.1

36.1

32.8

32.8

23.0

23.0

21.3

19.7

9.8

4.9

9.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

日本伝統文化体験

伝統的観光施設（寺社仏閣）の見学

相撲・剣道等日本伝統スポーツの観戦

日本食の食事

登山・エコツアーの体験

街歩き

温泉入浴

アニメ・マンガ・ポップカルチャーの買い物・散策

美術館・博物館の見学

日本伝統品（人形・刀・和食器等）の買い物

一般的商品（電化製品・化粧品・洋服等）の買い物

その他

（単位：％）

○ 登山・エコツアーの体験でのガイドニーズを有する外国人は３割を超える。

調査実施期間：平成22年３月１日～２日
調査対象：JNTOのTIC(Tourism Information 

Center)を訪問した外国人旅行者
調査方法：口頭アンケート、サンプル数：61

１ 訪日外国人旅行者へのアンケート結果（観光庁「第５回通訳案内士のあり方に
関する検討会」資料）から抜粋

問 以下のような場面で説明・案内してくれるガイドが欲しいと思いますか。（複数回答）

　　　　回答者の出身国　　（単位：％）

イギリス
15

カナダ 13

オーストラ
リア 20フィンラン

ド 3

スイス 3

その他 8ペルー 3

フランス
11

ドイツ 7

スペイン 7

アメリカ 5

オランダ 5
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52.0

51.3

50.2

50.2

45.0

41.9

39.0

33.1

29.0

28.5

22.8

21.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

伝統的なスポーツ観戦（相撲、剣道等）

伝統芸能鑑賞（歌舞伎、落語等）

伝統的な祭の見物・参加

伝統的な生活・文化（着物・書道・華道等）

温泉

登山、ウォーキング、ハイキング

日本人との交流、日本語体験

博物館、美術館見学

城、神社、仏閣など歴史的な建築物や街並み

日本のアニメ、漫画文化

伝統的な日本食（寿司、懐石等）

都市観光（街歩きやショッピング）

（単位：％）

２ 日本の観光資源認知状況（澤の屋旅館訪日外国人宿泊客調査（2009年３月）から抜粋）

調査実施期間：2008年１月～12月
調査対象：澤の屋旅館に宿泊した外国人旅行者
調査方法：宿泊客に協力依頼／自記式調査票利用 サンプル数：723

○ 興味のある観光資源として、「登山、ウォーキング、ハイキング」を挙げる外国人は４割。

問 興味のある観光資源は。
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○ 富士登山に関する報道が多い。

【外国人登山者数について】

① 外見での判断が難しいため、外国人登山者数の

正確な数字は把握できないが、感覚としては多く

なっている。（（静岡県観光局観光政策課）静岡新

聞から引用）

【外国人登山者の遭難について】

① 2010年７月７日夜、外国人登山者の遭難が相次

いだ。遭難した登山者は無事だったが、軽装や準備

不足だったという。（日テレNEWS24から引用）

３ 新聞報道等 ４ 外国人登山者の受入に関する取組について

【長野県】

(1) 長野県山岳遭難防止対策協会に

おいて、案内板に外国語表記整備。

→ 英語、ハングル。（平成22

年度40件程度の見込み）

【富士山関係】

(2) 案内看板の整備について

環境省、山梨県、静岡県は、増加する外国人登山者の

ために、英語、中国語、ハングルの多言語表記や、ピク

トグラムを多用した案内看板の整備に着手。

[事業概要（静岡県観光政策課から聞き取り）]

① 富士山標識関係者連絡協議会（環境省、山梨県、静岡県等で構

成）において、「富士山における標識類総合ガイドライン」を

整備（平成22年３月）

② 日本語、英語、中国語、ハングルの表記の統一化、各登山道の

ルートカラーの統一、案内標識のデザインの統一等を実施。

③ 標識については、各登山道管理者の予算において整備。（参

考：静岡県3400万円（県単。設置費別））
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④ 平成22年度に登山道内全てを整備（280基）し、来

年度以降は維持管理と経過観察を行う。

⑤ これまでの山小屋関係者が設置した標識についても、

将来的には統一デザインへの協力をお願いしている。

(3) 通訳の配置について

静岡県では今年度、国の緊急雇用創出事業を活用し、

富士登山の経験豊富な者を富士登山専 門のナビゲー

ターとして雇用（34人）し登山口に配置。英語、中国語、

韓国語の通訳担当も含まれる。

[事業概要（静岡県観光政策課から聞き取り）]

① 緊急雇用創出事業予算3000万円→執行は約2800万円。

② 34人雇用中、通訳担当13人（英語９人、中国語３人、

韓国語１人。緊急雇用事業のためハローワーク経由の募

集により、言語に偏りが出た。）

※残りの21人は24時間体制（通訳以外）のナビゲーター

③ 通訳担当は７月１日～９月４日の間、８時～17時に

配置し、期間中約2800件の対応実績。

問い合わせ内容：登山（装備）指導、気象情報、山小屋

情報、下山者への観光案内 等

(4) 登山証明書について

（社）やまなし観光推進機構は、外国人登山客向けの

「富士山登山証明書」を発行。

[事業概要（（社）やまなし観光推進機構から聞き取

り）]

① 予算額 約30万円（デザイン代、用紙代、郵送料）

② 平成17年度から開始していたが、当時は

主に学校交流での登山者向け。

一般外国人登山者を対象としたのは、平成

21年度から。

③ 電子メールにより登山時の写真を送付

してもらい、その写真を証明書に組み込む

形で証明書を作成。印刷し、郵送。

④ 年間1000件程度の実績。

(5)「富士山がどういう山なのか、外国人

観光客に伝わっていない。

今後、これまで以上に外国からの客が増え

ることを考えれば、インターネットを使った

情報発信の仕方を工夫しないといけないので

はないか。」（富士山ナビゲーターからの意見）
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○ 涸沢付近の状況（山口委員から）

韓国人登山者が大部分を占める。涸沢ヒュッテでは年間100人程度が宿泊。この数

字はここ10年程度変化なし（全宿泊者の１％程度）。

しかし、槍ヶ岳～西穂高岳のキレット越えをする韓国人登山者は、昨年は1000人を

超えた。今年は天気が良かったこともあり、さらに増えている印象がある。

欧米系の登山者もいるものの、ごく一部。

○ 八ヶ岳の状況（米川委員から）

韓国・中国・台湾・アメリカなどの外国人登山者がいるが、ここ５年程度で見ると

増加はしていない。

以前は、北八ヶ岳がドイツの森に似た雰囲気だということで、ドイツ人、北欧の人

がたくさん来たが、現在はあまり来ない。

５ 長野県内における外国人登山者の状況（聞き取り）
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○ 長野県山岳遭難防止対策協会の登山道案内標識整備について

１ 補助制度の仕組み

○登山道案内標識作成に要する経費に対する補助

補助率：１／２以内

補助金の交付：長野県 → 各地区遭難防止対策協会 （各地区へ直接補助）

２ 整備状況

平成21年度実績 ５地区（南佐久、諏訪、下伊那、木曽、北アルプス南部、須高）

939,530円（補助額計）

平成22年度予算額 91万円（40件程度の見込み）

３ 外国語表記例
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※斜体は各年代の推計登山人口を積み上げた数
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(11.1)

(15.1)

「体力・スポーツに関する世論調査（内閣府）」の年代別登山実施率からの推計登山人口

注１）「体力・スポーツに関する世論調査」：内閣府平成21年９月 全国20歳以上の者を対象に無作為抽出 標本数3,000人

注２）「登山人口」は、「体力・スポーツに関する世論調査」の結果を基に、当該年９月現在の総務省推計人口から算出

注３）「登山実施率」は、「体力・スポーツに関する世論調査」による各年代の登山（クライミング）実施率

国立登山研修所推計

（カッコ内は構成比（％））
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スポーツ用品及びアウトドア用品の市場規模

注1: メーカー出荷金額ベース 出所：㈱矢野経済研究所「スポーツ用品市場に関する調査結果 2010」
注2:(見込)は見込値、(予測)は予測値 (2010年4月16日発表）
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野沢温泉村スキー場安全条例 

（目的） 

第１条 この条例は、野沢温泉村区域内にあるスキー場（以下「スキー場」と 

いう。）におけるスキー場利用者（以下「スキーヤー」という。）、野沢温泉 

村（以下「村」という。）及び野沢温泉村公営企業の設置等に関する条例（昭 

和43年条例第１号）第10 条第１項により指定を受けた者（以下「指定管理者」 

という。）の責務を明確にし、スキー場内における事故を防止するとともに、 

スノースポーツをより安全で楽しいものにすることを目的とする。 

 

（遵守義務） 

第２条 スキーヤー、村及び指定管理者は、法令及び本条例に定めるもののほ 

か、国際スキー連盟が定めたウインタースポーツセンターの安全ガイドライン 

及び全国スキー安全対策協議会が定めた国内スキー等安全基準（以下「本条例 

等」という。）を遵守しなければならない。 

 

（雪上スポーツの特質） 

第３条 スキー、スノーボードに代表される雪上滑走用具の全ては、冬山の地 

勢を利用した高度の危険を内包したスポーツであり、スキーヤーは様々な気象 

条件のもとで斜面、雪質、コースの変化、混雑状況等に自己の技量、技術を対 

応させ、スピード、進行方向をコントロールしながら滑走し、自己及び他のス 

キーヤーの安全に対して責任を自覚し、自己責任のもとに行われるスポーツで 

なければならない。 

 

（スキーヤーの責務） 

第４条 スキーヤーは、常に自己及び他のスキーヤーの安全に対し責任を自覚 

し、かつ安全を確保しなければならない。 

２ スキーヤーは指定管理者が定めた安全対策を遵守するとともに、スキー場 

職員及びパトロール隊員の指示に従って行動しなければならない。 

３ スキーヤーはリフト搭乗にあたり、リフト乗り場に掲示してある注意事項 

及び運営管理規則を遵守しなければならない。 

 

（スキースクール及びスキークラブの責務） 

第５条 スキースクール及びスキークラブ（以下「スキースクール」という。） 

は本条例等が円滑に実施できるよう、協力しなければならない。 

２ スキースクールは、職員及び指導員のほか、スキースクールに入校した生 



徒に本条例等を遵守させなければならない。 

 

（競技者の責務） 

第６条 競技者は、滑走タイムや技術を追求することから、競技を行っていな 

いゲレンデを滑走する場合は、他のスキーヤーに恐怖を与える滑走をしてはな 

らない。 

 

（村の責務） 

第７条 村長は、スキー場区域を定めなければならない。 

２ 村長は、スキー場の安全対策を推進するため、野沢温泉村スキー場安全対 

策委員会を設置しなければならない。 

 

（指定管理者の責務） 

第８条 指定管理者は、第７条第１項に定めるスキー場区域内において、スキ 

ーヤーを保護するために必要な安全対策を講じなければならない。 

２ 指定管理者は、索道運行に当たり本条例等を遵守するとともに、国土交通 

省の監督及び指導に従わなければならない。 

 

（雪上車管理者及び雪上車運転者の責務） 

第９条 雪面整備車、スノーモービル、雪上運搬車、除雪車（以下「雪上車」 

という。）の管理者及び運転者は、雪上車の稼働に当たり、本条例等及び野沢 

温泉スキー場雪上走行車安全運転協会が定める野沢温泉スキー場区域内雪上走 

行車運転許可要綱を遵守し、安全に配慮しなければならない。 

 

（入場の禁止等） 

第10条 指定管理者は、スキー場の秩序を乱し、若しくは乱すおそれがあるス 

キーヤーの入場を禁止し、又はその者に対し、スキー場からの退去を命じ、若 

しくはスキー場施設の使用を拒否することができる。 

 

（捜索救助費用の弁償） 

第11条 スキーヤーは、第７条第１項に定められたスキー場区域に属さない区 

域において発生した事故により捜索救助を受けた場合は、その費用を指定管理 

者に弁償しなければならない。 

 

（環境と景観保全の義務） 

第12条 スキーヤー、村及び指定管理者は、自分達が恩恵を受けている環境と 



景観を次代に残すため、その保全に努めなければならない。 

 

（事故等の通報及び援助義務） 

第13条 第７条第１項に定めるスキー場区域において発生した事故の当事者、 

発見者及び目撃者（以下「事故の当事者」という。）は、パトロール隊員に事 

故の状況を正確に伝えるとともに、けが人を援助しなければならない。 

２ 事故の当事者は、自己の所在を告げなければならない。 

 

（補則） 

第14条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、 

村長が別に定める。 

 

附則 

この条例は、平成 22年 12 月１日から施行する。 
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又
は
活
動
停
止
命
令
） 

第
九
条 

知
事
は
、
災
害
現
場
の
状
況
、
気
象
条
件
等
に
よ
り
航
空
機
の
運
航
の
安
全
が
確
保
で 

 

き
な
い
と
認
め
た
場
合
は
、
直
ち
に
防
災
航
空
隊
に
対
し
帰
投
命
令
又
は
活
動
停
止
命
令
を
発 

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
委
任
） 

第
十
条 

こ
の
条
例
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
防
災
航
空
隊
の
緊
急
運
航
業
務
に
関
し
必
要
な
事 

 

項
は
、
規
則
で
定
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

１ 

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

県
は
、
航
空
機
の
適
正
な
運
航
の
確
保
及
び
山
岳
遭
難
等
の
発
生
の
抑
止
の
観
点
か
ら
、
山 

 

岳
遭
難
に
係
る
緊
急
運
航
に
要
し
た
費
用
の
遭
難
者
等
に
よ
る
負
担
及
び
そ
の
他
の
必
要
な 

 

方
策
に
つ
い
て
早
急
に
対
応
す
る
も
の
と
す
る
。 




